
設備投資 係 新  固定資産税特例 向けた
本市の対応について

国（経済産業省 中小企業庁）の施策方向（概要）
〇集中投資期間中    中小企業 生産性革命 実現     臨時 異例 措置   、
償却資産 係 固定資産税 特例措置 講   
＜特例措置 内容＞
ア）一定の要件を満たす設備投資を対象
イ）特例率  ３年間   以上１/２以下 市町村 条例 定  割合
 ）当該特例措置  集中投資期間（平成30年度 32年度） 限定

〇新法成立前      ①市町村 特例率      ②基本計画 策定     表明  場合 
     補助金（平成29年度補正含 ）等 優先採択 受         

本市の対応
国（経済産業省 中小企業庁）の施策の考え方に則り、中小企業支援の観点から、新法に基づく
基本計画を策定し、計画の要件 該当  新  設備投資     固定資産税 特例率 ３年
間ゼロとする。
             商業     経営力向上支援事業（     補助金）」等の補助事業を
受けようとする事業者が優先採択を受けることができる環境を整える。

＊特例率   適用 受           資本金額１億円以下 法人 従業員数1,000人以
下の個人事業主等の中小企業者等
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